
　本事業にて設定した目標地点は、

「低コスト且つある程度の期間に

て、連続成膜装置を作り上げる」

という事であり、新保護膜量産時

の低コスト化を見込んだもので

あった。装置は無事に完成したが、

残念ながら新保護膜の量産転用企
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画がストップしてしまい、残念なが

ら新保護膜の量産転用企画がス

トップしてしまった。

　このような背景もあり、現在は

離型性や耐磨耗性を付与すること

ができる窒化チタンをはじめとし

た、基板材料の性能を高める金属

成膜の分野にチャレンジすることと

なった。当初見込んでいた売上か

らはかけ離れるが、当社の光学業

界への依存度を下げるためのきっ

かけとなることに期待している。
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PM2.5や敷地境界監視用の
リアルタイム連続粉塵モニターの開発

　PM2.5は人間の呼吸器系に入

り込むと出て行きにくく、健康不安

の要因になっている。現在環境省が

公表しているデータは1時間に1回

の測定値を表示したもので、リアル

タイムな連続測定データとは言い

難い。市民が現時点の汚染状況を

知りたいという希望からは若干ず

れたデータである。また、東日本大

震災による被災地周辺では、福島

原発事故に由来する放射能汚染物

質の除染作業が本格化している。

除染作業に伴い、放射性物質を含

んだ粉塵の飛散による汚染の拡大

や人体への内部被爆の危険性があ

ることから、敷地境界におけるモニ

タリングの必要性が増してきてい

る。しかしながらリアルタイムに測

定できる粉塵連続測定器は見当た

らない。

　このような背景から、本事業では

PM2.5を含む浮遊粒子状物質

(SPM)をリアルタイムかつ連続で

測定可能なモニター開発を目的と

した。

１）試作機3台（1～3号機）を製作。

PM2.5選別サイクロンも3台作り

試作機本体に組み込み、各試験・評

価を行った。

２）1号機で基本的な測定性能の評

価を社内で実施した。当社製品の

標 準 で あ る ダ スト 濃 度 計

「DDM-2001」と比較すると、タル

ク（白色のJIS試験粉体）での検出

指示は「DDM-2001」の標準的感

度設定ではピーク値で10％程度

だが、本装置の場合は最低感度設

定にしても100%超えで振り切れ

てしまうほど高感度であった。ただ

し、受光センサである光電子増倍管

（以下、フォトマルと略）の感度が高

い分、感度が温度に大きく依存して

いるのも判明し、温度変化に対する

感度の安定化対策が課題となった。

当面、フォトマルを断熱材で覆って

少しでも安定化させるようにした。
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事業の背景・目的 事業内容と成果

温度依存で指示が変動している。



①本補助事業の成果として製作し

た試作機3台を使い、今後温度依

存対策ができれば屋外の様々な場

所での連続測定が可能になる。　

ただし、環境省が認定している公定

法(FRM及びβ線吸収方式)には則

らない測定方法なので、公的機関

に販売するには更なる長期間評価

試験や測定方式のJIS認定などの

作業が必要になる。そのため、現在

想定している市場は下記のような

民間企業や団体である。

a)工場敷地の外へ粉塵が飛散する

ような作業を行っている企業へ、自

主管理モニタリング測定器として

販売。

b)PM2.5の越境汚染で健康被害

を心配している西日本の私立学校

へ教材を兼ねたモニタリング測定

器として販売。

今後の展望

株式会社田中電気研究所

c)福島原発事故の除染作業を行っ

ている作業場、木材加工場、中間処

理施設などの敷地境界でのモニタ

リング測定器として販売。

②当初期待できなかった微小濃度

（μg/ m3）の測定が可能で、公定

法との相関がある程度確保されて

いることが確認できた。低濃度微小

粒子を高感度で測定できた実験結

果をまとめ、第57回大気環境学会

での年会発表を考えている。発表

することができれば、日本中のエア

ロゾル研究者の気に留まることに

なり、設置適応場所、マーケットに

ついての情報を得ることができる。

３）1号機、2号機を今回の共同研

究機関である北海道立総合研究機

構（以下、北海道環境研）に送り、国

設札幌局と他の2カ所の局で、

FRM方式（フィルタ質量濃度測定

法）とβ線吸収方式の時間サンプリ

ング方式による2方式の測定値と

本機の測定値を比較し、相関を出し

てみた。（FRM方式は日平均、β線

吸収方式は時間平均で測定する目

的で使用されている）

　一部を下記に掲載したが、1日平

均値で比較するとS P Mでも

PM2.5でも0.8～0.9という高い

相関が出ており測定値の信憑性が

あることが判った。ただし2号機で

は夏場の炎天下に置かれていたた

め、温度依存で指示が低下し正確

な測定値が取れない状況だった。

４）東京八王子の某塗装工場に3号

機を持ち込み、現場に設置した時

と、工場と一般道路との敷地境界に

設置した時のトレンドデータ（連続

データ）の違いを見てみた。その結

果、操業現場では操業と比例して指

示が頻繁に見られた。また敷地境界

では道路を通過する車の排ガスの

みを捉えており、操業から出る粉塵

は敷地外に出ていないことが判明

した。

５）まとめ

・フォトマルの温度特性により外気

温に測定値が左右される点を集中

的に対策すれば、PM2.5との高い

相関をもち、かつ連続測定ができ

る装置になる。また敷地境界のモニ

ター装置としても十分機能してい

る。

・試作機のコストが非常に高く、想

定していた価格設定（200万円以）

は不可能である。

６）今後の改良予定

・温度依存対策のために、小型恒温

槽を作りその中にフォトマルを入

れ、温度を一定に保つような構造と

し温度特性を再評価する。

・安価な部品の再選定や構造機構

の再検討を行い、装置のコストダウ

ンを実現する。
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